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The purpose of this study is to assess changes in the community of the temporary housing. 

Understanding the process of community change is important. Therefore, we conducted a 

questionnaire survey on the changes from moving in to consolidating after the Kumamoto 

earthquake. As a result, it became clear that it is important for NPOs, municipalities, and local 

communities to provide events and intangible support to disaster victims especially during the 

consolidating period. 
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１．はじめに

日本では，近年自然災害が増えており，被災地では

多くの住宅が被害に遭いそれに伴い応急仮設住宅（以

下「仮設住宅」）が建設されている。震災から年月が経

つにつれて災害公営住宅の建設や自宅再建が進み，仮

設住宅団地内の世帯数は減少していくが，約 2 年間と

いう仮設住宅の供与期間では，災害公営住宅への移転

や自宅再建が困難な被災者は多く，仮設住宅供与期間

の延長が度々行われている。また，仮設住宅団地内で

は居住の世帯数の減少により空き家が目立ち，居住者

間の相互見守り不足やコミュニティの希薄化・拡散，

仮設住宅に取り残された高齢者の孤独死等の問題が発

生している。これらの問題を解決するため，仮設住宅

団地の集約化が行われる。しかし，集約に伴い再び不

慣れな土地への移住，新たなコミュニティへの参入等

の居住環境の変化に対する負担は少なくない。集約後

のコミュニティ維持や円滑なコミュニティの再形成，

迅速な居住環境の整理が重要となる。

本稿で対象とする熊本地震は，2016 年 4 月 14 日 21

時 26 分に前震， 16 日 1 時 25 分に本震が発生した。

どちらも震度 7 を観測し，九州では初，日本でも観測

史上 4，5 度目である。熊本地震により，死者 64 名，

重軽傷者 1,816 名の人的被害が，住家被害は熊本をは

じめ九州各県，山口県で全壊 8,336 棟，半壊 26,333 棟，

一部破壊 126,333 棟の被害が報告注1）された。熊本地震

の際に建設された建設型応急仮設住宅では，熊本デフ

ォルト・デザインとして，住棟間隔や集会場の設置基

準など阪神淡路大震災など過去の大震災の経験を経て

コミュニティに配慮した独自の指針を制定した。

本研究では，仮設住宅の建設から運営，そして集約

期におけるコミュニティ及び居住環境の変化を明らか

にし，仮設住宅の適切な仕舞い方・集約方法に関する

要件を抽出することを目的とする。
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２．本研究の位置付け

熊本地震で建設された木造応急仮設住宅とプレハブ

応急仮設住宅について，住宅性能のハード面での比較

の研究は既往研究 1)にて, コミュニティ形成の観点か

ら考察を石本隆之介氏との共同研究 2)で行った。 

仮設住宅のソフト面に着目した研究として，主に集

約期に着目した研究として，「仮設住宅の早期解消のた

めの整理統合等の実施手順」3）では，恒久住宅への移

行促進と仮設住宅の解消・集約は一体的に取り組まれ

る必要があり，部局の壁を超えて連携して進める意識

や体制が不可欠であることが明らかになっている。ま

た，「仮設住宅を介した居住者の移動パターンと課題」

4）では，都市計画区域内と区域外では居住場所の選択

理由が異なることが明らかになっている。しかし，仮

設住宅団地の建設から集約に伴うコミュニティ及び居

住環境の変化に対して居住者の動向を追跡し，応急仮

設住宅の仕舞い方・集約方法を明らかにする研究は多

くない。

３．調査方法

仮設住宅用地の従前用途，集約状況や木造応急仮設

住宅の転用方法については，2020 年 10 月に仮設住宅

の建設戸数が多い上位 8 市町村に電話にてヒアリング

調査を行った。

ケーススタディは熊本県西原村小森仮設団地を対象

とする。西原村は本震で震度 7 を記録し，仮設団地は

西原村役場の西側に 5 団地が連担して建設された(表

1)。A 団地のみ木造で，他 4 団地はプレハブ造である。

入居は工事完了後順次行われ，住宅のほかにみんなの

家が 4 棟建設された。 

入居方法の評価をするため，熊本地震で行われた従

前コミュニティに配慮した入居，高齢者・障碍者に配

慮した優先入居，抽選入居など入居形態ごとに 15 仮設

団地・690 戸の各居住者に対してアンケート調査を

行った(2017 年 11 月実施，回収率 40.1％)。 

次に熊本デフォルト・デザイン 2)を評価するため，

小森仮設団地を対象に，住宅前の物品（表出とあふれ

だし）と人の滞留について 2016 年 10 月～2017 年 1 月

に計 3 回マッピング調査を行った。 

さいごに集約期におけるコミュニティ変化を把握す

るため， 2019 年 6 月 27 日より仮設住宅の集約を実

施している小森仮設団地（A～E 団地）を調査対象と

して，2019 年 7 月 21 日に A 団地自治会長，2019 年 9

月 20 日に支え合いセンター職員へヒアリング調査を

行った。さらに集約が行われた西原村小森 B 仮設団

地・49 戸に対してアンケート調査(2019 年 11 月 30 日

配布数 49 枚，回収率 36.7％)を行い，集約前後のコミ

ュニティの差異及び交流頻度の変化等を把握した。

これらの調査を総合的に分析・考察を行い，集約期

における仮設住宅の運営状況や居住者間のコミュニテ

ィ及び居住環境を明らかにする。

４．熊本県における建設型応急仮設住宅の建設状況

4.1 建設地選定理由 

2020 年 10 月に建設戸数が多い上位 8 市町村対して

行ったヒアリングから，仮設住宅の建設地について，

震災前の用途は農地やグラウンド，公園，民間会社の

用地などが挙げられた(表 2)。嘉島町では，各地域に

ゲートボールなどができるトイレ付公園を震災前に整

備していたため，その公園を建設用地として選定して

いた。公園を建設用地にすることのメリットは，農地

を建設用地にする場合より手続きが少なく，早期に仮

設住宅建設に着手することが出来ることである。

仮設団地解体後の方針は，原状復帰とするところが

多い。西原村では，建設用地が西原村の総合体育館

の建設用地であったことから，退去が済んだ土地から

総合体育館の建設を行っている。

4.2 熊本応急地震における木造仮設住宅の供給

熊本地震では，4,303 戸の仮設住宅が建設された。

構造種別の内訳は，プレハブ応急仮設住宅が 3,620 戸 

表 1 小森団地の概要 

表 2 仮設団地建設前とその後 

第1団地 第2団地 第3団地 第4団地 第5団地

敷地面積 約50,000㎡ 約1,500㎡

建設戸数 50戸 82戸 87戸 83戸 10戸

構造 木造 軽量鉄骨造

建設主任 熊本県優良住宅協会 (一社)プレハブ建築協会

建設着手時期 4月29日 10月1日

入居開始日 6月30日 11月8日7月9日

(一社)プレハブ建築協会

11月7日

約37,800㎡

軽量鉄骨造

5月9日

7月6日
6月15日(30戸)
6月28日(20戸)

完成時期

御船町

農地や公園（農地が一番多い）→仮設団地→解体後原状復旧
21団地建設（地域のコミュニティが分断されないようにそれ
ぞれの地域ごとに団地を建設した。）
隣町の山都町に解体後部材を提供し，移設し山都町の町営住
宅になっているものもある。

南阿蘇村

農地やグラウンド，民間会社の用地など→仮設団地→原状復
旧返却（現段階で解体中などの工事を行っている。すでに解
体工事済みの団地もある）
隣町の大津町に3つの団地を建設していた（民間会社の用地，
町の保有地，農地）現状解体中や解体済みである

嘉島町

公園→仮設団地→公園(原状復旧)
震災前に各集落に公園（ゲートボールなどが出来る広場，ト
イレ有）を作っていた。この公園は普段は市民の憩いの場と
して，災害時には仮設団地を迅速に建設できるように

宇城市 グラウンドや民地（空き地），農地→仮設団地→検討中

西原村
西原村の総合体育館の建設予定地であった。現在第3団地第4
団地第5団地に予定通り総合体育館を建設中。

甲佐町

益城町
農地やグラウンド→仮設団地→基本的に原状復旧
テクノ仮設団地は工業用地で一画に工場があった

熊本市
グラウンドや公園，工業団地の用地（更地）→仮設団地→原
状復旧
県有地や市有地を主に利用

グラウンドやグリーンセンター（植木市場），農地→仮設団
地→原状復旧や町の土地であったものは売却した箇所もあ
る。
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で 84.1％，木造応急仮設住宅が 683 戸で 15.9％であっ

た。熊本地震で建設された仮設住宅は，熊本デフォル

ト・デザインに適合するように建設されているため，

断熱性・遮音に配慮し，ペアガラス，網戸等を設置や，

木造応急仮設住宅の基礎を RC にするなど様々な配慮

がされている。

前報 1)で詳述したように，熊本地震の仮設住宅の居

住性能の比較では，広さや段差，収納等は木造応急仮

設住宅とプレハブ応急仮設住宅の評価に差がないが，

防音性能，夏・冬（特に冬）の過ごしやすさについて

は木造応急仮設住宅の方が評価が高く，総合的な評価

も木造応急仮設住宅のほうが居住性能の評価は高い。

過去に仮設建設経験のある宇城市，阿蘇市では 100％

木造応急仮設住宅を選んでおり，入居者の精神的負担

を考慮して居住性能が高いことを理由として挙げてい

る。その他の数市町村でも居住性能が高いことや長期

的な活用ができる事などを理由として挙げていた。

 以上のようにことが分かった。

4.3 応急仮設団地の集約・解体状況

建設から一定年度が経過し，住民の孤立防止，高齢

者の孤独死防止を目的として熊本県の多くの市町村で

は集約を検討・実施している。熊本地震の入居期間の

延長，集約そして解体について，熊日新聞の記事をも

とに以下概観する注 2）。 

熊本県は 2020 年 10 月 1 日，熊本地震の仮設住宅で

2021 年 4 月以降に入居期限を迎える被災者のうち，公

共事業の影響で自宅再建が難しい世帯を対象に期限を

1 年延長すると発表した。延長は 4 回目で入居期間は

最長 6 年となる。熊本県は同日，内閣府から災害救助

法に基づく同意を得た。再延長の対象となる公共工事

は，益城町の復興まちづくりで県が進める土地区画整

理や県道熊本高森線の 4 車線化，熊本市や西原村での

宅地復旧。2019 年の延長要件だった「職人不足による

自宅再建の遅れ」「災害公営住宅の引き渡し待ち」は事

例がなくなったとして除外した。

集約状況として，2019 年 4 月時点で 16 市町村中 10 

市町村が集約を実施・検討していた。しかし 2020 年 9

月時点では集約を行っている市町村は益城町，西原村，

嘉島町などの 4 市町村であった。御船町，南阿蘇村，

宇城市など残り 6 市町村では，公営住宅の整備が完了

するなど入居者全員が退去予定で，2020 年 10 月に集

約の延長を行わなかった。また，熊本市などでは集約

を行わない。自治体のなかには仮設住宅の改修工事等

を行い恒久的な公営住宅として活用するものもある。

建設型応急仮設住宅の解体順序について，ヒアリン

グ調査(2020 年 10 月)よりほとんどの市町村で退去が

完了した仮設団地から順番に解体を行っていることが

分かった。

５．仮設住宅のマネジメント

5.1 入居者の推移 

熊本地震の発生から 4 年半を迎えた 2020 年 9 月時点

で仮住まいの世帯数は 331 世帯であった(図 1)。これは

ピーク時 20,255 世帯の 1％程度にあたる。331 世帯の

内訳は，建設型応急仮設住宅に 138 世帯，借上型仮設

住宅に 190 世帯，公営住宅等に 3 世帯である。建設型

応急仮設住宅への入居世帯数の 138 世帯は，整備完了

であるピーク時の 4303 戸の 3％程度にあたり，民間事

業者の賃貸住宅を国や自治体が借上げ，被災者に提供

した借上型仮設住宅の 190 戸，入居人数 514 人は発災

後約 1 年の入居戸数は 14,923 戸，入居人数は 34,473 

人であったピーク時の 1％程度にあたる。なお，供与

期間は建設型仮設住宅では工事が完了してから，借上

型仮設住宅では入居時から 2 年間となっている。しか

し，仮設住宅等の入居推移を見ると，発災後 2 年が経

過しても建設型仮設住宅は約 3,000 戸の入居があり，

借上型仮設住宅は約 1 万戸が使用され原則の供与期間

後もピーク時の過半数が仮設住宅に入居している。

5.2 入居方法とコミュニティ 

 阪神大震災の優先入居による孤独死を受け，中越地

震以降，地縁を意識した仮設団地入居の効果が唱えら

表 3 仮設住宅の集約の有無と理由 

建設戸数：1562戸　集約あり
入居期間の延長は，1年ごとに行っており延長要件に該当する人が
いるため延長している。
集約は，空家が多くなり防犯面やコミュニティを考慮して集約を
行った。
集約団地の木山仮設団地には，地域支えあいセンターの職員が在住
し訪問などを行い，集約時には顔合わせなども行った。
集約後も元の住居エリアが近くになるように配置

益城町

建設戸数：425戸　集約なし
集約は再建時期が同時期であったため行わない。
現段階で入居者が1団地2世帯
木造仮設団地の数団地は，町営住宅として活用。（仮設住宅建設後
に決定）

御船町

建設戸数：541戸　集約なし
集約は，ハード面ソフト面の両方で入居者の負担が大きいので行わ
ない。
個人的に相談があれば，空き家が多く防犯上危険であるため希望に
沿って仮設団地の移動は行っている。

熊本市

建設戸数：176戸　集約なし
理由なし
現在3団地が市営住宅となっている

宇城市

西原村

建設戸数：312戸　集約あり
集約を行った理由は，孤立化を防ぎコミュニティを守るためと，
リース費用を軽減するため。
コミュニティの活動は自治会が行っている。
第一団地（木造）村の単独住宅として活用

南阿蘇村
建設戸数：401戸　集約なし
現段階で，陽ノ丘仮設団地に5世帯が入居しており他は退去済み

建設戸数：208戸　集約あり
現在は1団地に集約（段階的に2団地にしていた）
集約を行った理由は，入居者が減少し防犯やコミュニティの面を考
慮し，リース代などの維持管理費もかかるため。
また，建設地が公園であったため，早く元の公園をもとの用途に戻
すために集約を行った。
コミュニティについては，支え合いセンターが孤立しないように支
援している。また集約時には入居者へ希望を聞いた。

嘉島町

建設戸数：228戸　集約なし
入居者の負担を考えて集約は行わない。

甲佐町
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れている。熊本地震では，5 タイプの入居方法があり，

最も地縁を意識した「地域ごと・コミュニティごとの

入居」から，「抽選で入居者を決定」まである(表 5)。

地縁に配慮したタイプ 3，4，5 は全体の約 7 割を占め，

地縁に配慮なしのタイプ 1，2 は全体の約 3 割程度で

あった。

既往論文 2)で詳述した通り，タイプ 1～4 の仮設団地

を対象としたアンケート調査を 2017 年 11 月に実施し

た。配布枚数は全体で 690 枚，回収枚数は全体で 277

枚（回収率 40.1％）。タイプ 1，2 の仮設団地を「配慮

なしグループ」，タイプ 3，4 の仮設団地を「配慮あり

グループ」とし考察を行う。

身近な親族や知人と入居できた割合は，配慮なしグ

ループで 30.9％，配慮ありグループで 48.6％であった。

身近な親戚や知人，同地域の人とも入居できなかった

 

た割合は，配慮なしグループで 26.6％，配慮ありグルー

プで 15.7％で留まり，コミュニティへ配慮した入居方

法が機能していることが分かる(図 2)。 
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図 1 応急仮設住宅等の入居推移（戸数）注 3)

 

旧七滝中仮設団地(きゅうななたき) 公有地 24 プレハブ 6/27 14 26 58.3

木倉仮設団地(きのくら) 不明 15 プレハブ 6/27 9 23 60.0

高木仮設団地(たかき) 公有地 22 プレハブ 6/27 12 26 54.5

七滝仮設団地(ななたき) 民有地 14 プレハブ 7/14 9 20 64.3

田代東部仮設団地(たしろとうぶ) 公有地 13 木造 9/1 9 18 69.2

小坂仮設団地(おざか) 民有地 24 プレハブ 7/19 15 49 62.5

玉虫仮設団地(たまむし) 公有地 16 プレハブ 8/10 11 26 68.8

ふれあい広場仮設団地 公有地 22 プレハブ 7/21 19 40 86.4

南木倉仮設団地(みなみきのくら) 民有地 55 木造 27戸山都町へ譲渡 9/22 42 88 76.4

今城仮設団地(いまじょう) 民有地 33 プレハブ 8/13 21 54 63.6

陣仮設団地(じん) 民有地 12 プレハブ 8/4 9 24 75.0

滝川仮設団地(たきがわ) 民有地 21 木造 4戸山都町へ譲渡 9/16 16 46 76.2

甘木仮設団地(あまぎ) 民有地 8 木造 9/6 5 10 62.5

西木倉仮設団地(にしきのくら) 民有地
12 木造 4戸保育園の施設の部

材として活用
10/17 10 26 83.3

ふれあい広場第2仮設団地 民有地 20 プレハブ 8/19 14 30 70.0

高木第2仮設団地(たかき) 民有地 8 プレハブ 8/19 5 11 62.5

下高野仮設団地(しもたかの) 民有地 11 プレハブ 8/19 5 12 45.5

東小坂仮設団地(ひがしおざか) 民有地 10 木造 9/1 2 4 20.0

下高野第2仮設団地(しもたかの) 民有地 22 プレハブ 10/25 16 36 72.7

落合仮設団地(おちあい) 民有地 42 木造 11/16 37 88 88.1

16 プレハブ 11/5 14 38 66.7

5

計 425 294 695 69.2

嘉島近隣公園仮設団地(きんりん) 公有地
39 プレハブ 段階的に集約した際に集

約地としていた

6/14 16 38 41.0

19 プレハブ 6/25 15 26 78.9

4 プレハブ 9/23 4 7 100.0

15 プレハブ 6/16 6 13 40.0

11 プレハブ 7/1 6 13 54.5

宮ノ前公園仮設団地(みやのまえ) 公有地 15 プレハブ 6/25 4 10 26.7

下仲間公園仮設団地(しもなかま) 公有地 21 プレハブ 6/21 8 14 38.1

北甘木公園仮設団地(きたあまぎ) 公有地 16 プレハブ 6/18 14 34 87.5

上川原公園仮設団地(かみかわはら) 公有地 14 プレハブ 7/1 8 16 57.1

同尻公園仮設団地(どうじり) 公有地 8 プレハブ 6/24 6 13 75.0

西原公園仮設団地(にしばる) 公有地 14 プレハブ 7/1 9 24 64.3

上仲間仮設団地(かみなかま) 民有地 20 プレハブ 7/29 8 22 40.0

かいね公園仮設団地 民有地 12 プレハブ 9/6 6 20 50.0

計 208 110 250 52.9

津森仮設団地(つもり) 公有地 73 プレハブ 6/20 46 114 63.0

赤井仮設団地(あかい) 公有地 35 プレハブ 6/14 24 57 68.6

広崎仮設団地(ひろさき) 公有地 53 プレハブ 6/14 43 110 81.1

テクノ仮設団地 民有地 516 プレハブ 7/17 330 804 64.0

安永仮設団地(やすなが) 民有地 70 プレハブ 7/12 44 116 62.9

飯野小仮設団地(いいのしょう) 公有地 48 プレハブ 7/1 26 55 54.2

48 プレハブ 7/27 32 74 66.7

34 プレハブ 9/21 15 37 44.1

166 プレハブ 8/9 166 384 75.5

54

馬水仮設団地(まみず) 民有地 77 プレハブ 7/22 53 132 68.8

馬水東道仮設団地(まみずひがしみち) 民有地 56 プレハブ 8/6 47 114 83.9

平田仮設団地(ひらた) 民有地 48 プレハブ 9/3 27 71 56.3

櫛島仮設団地(くしじま) 民有地 41 プレハブ 8/29 21 44 51.2

馬水西原仮設団地(まみずにしばる) 民有地 54 プレハブ 9/27 36 84 66.7

安永東仮設団地(やすながひがし) 民有地 43 プレハブ 9/29 27 58 62.8

惣領仮設団地(そうりょう) 民有地 63 プレハブ 10/5 50 110 79.4

東無田仮設団地(ひがしむた) 民有地 13 プレハブ 9/27 10 23 76.9

木山上辻仮設団地(きやまかみつじ) 民有地 64 プレハブ 10/19 43 99 67.2

福富仮設団地(ふくどみ) 民有地 6 木造 町営住宅に転用予定だ 11/16 5 11 83.3

計 1562 1045 2497 66.9

白旗仮設団地(しらはた) 公有地 90 プレハブ 6/5 48 112 53.3

乙女仮設団地(おとめ) 民有地 48 プレハブ 7/27 29 82 60.4

乙女第二仮設団地(おとめ) 民有地 26 プレハブ 8/5 12 25 46.2

白旗第二仮設団地(しらはた) 公有地 19 プレハブ 8/12 8 18 42.1

23 プレハブ 8/22 10 23 43.5

8 プレハブ 9/9 2 7 25.0

9 プレハブ 9/20 6 11 42.9

5

計 228 115 278 50.4

山都町原団地(はら) 民有地 6 木造 7/1 4 12 66.7

計 6 4 12 66.7

野津仮設団地(のづ) 不明 14 木造 7/8 9 33 64.3

鹿島仮設団地(かしま) 不明 14 木造 10 26 71.4

島地仮設団地(しまち) 公有地 11 木造 8/29 9 18 81.8

計 39 28 77 71.8

4303戸 2672戸 6439人 62.4%
16市町村 110団地

：解体済み，解体中，解体予定

：村営住宅，町営住宅等へ転用

：集約地となる仮設団地

：転用，他

○：集約を行うことを決定している

☓：集約は行わない予定

※１ 大津町はH30年5月に災害公営住宅の建設地を確保する目的で4団地に集約済み

※2   仮設団地の建設所在地は大津町

御船町 ✕

西往還仮設団地(にしおうかん) 民有地

嘉島町 〇

嘉島町児童公園仮設団地(じどう) 公有地

金畑公園仮設団地(きんばた) 公有地

益城町 ○

小池島田仮設団地(おいけしまだ) 民有地

木山仮設団地(きやま) 民有地

甲佐町 ✕
乙女第三仮設団地(おとめ) 公有地

白旗第三仮設団地(しらはた) 民有地

山都町 ✕

氷川町 ✕

入居

戸数

(戸)

入居

人数

(人)
塚原仮設住宅(つかわら) 公有地 96 プレハブ 6/21 62 139 64.6

さんさん2丁目仮設住宅 公有地 16 プレハブ 6/30 12 26 75.0

秋津中央公園仮設住宅(あきつ) 公有地 54 プレハブ 7/5 37 82 68.5

平原仮設住宅(ひらばる) 公有地 27 プレハブ 7/11 18 40 66.7

藤山仮設住宅(ふじやま) 公有地 150 プレハブ 8/5 79 176 52.7

南田尻仮設住宅(みなみたのしり) 公有地 28 プレハブ 7/31 19 39 67.9

舞原仮設住宅(まいのはら) 民有地 87 プレハブ 8/9 55 136 63.2

東町仮設住宅(ひがしまち) 公有地 38 プレハブ 8/27 27 48 71.1

藤山第2仮設住宅(ふじやま) 公有地 45 プレハブ 10/6 28 66 62.2

計 541 337 752 62.3

高柳仮設団地(たかやなぎ) 公有地 42 プレハブ 6/26 17 36 40.5

境目仮設団地(さかいめ) 公有地 24 プレハブ 6/19 11 25 45.8

13 プレハブ 8/16 2 4 11.1

5

浦田仮設団地(うらた) 公有地 33 プレハブ 9/27 14 38 42.4

境目第3仮設団地(さかいめ) 公有地 12 木造 10/18 9 22 75.0

境目第2仮設団地(さかいめ) 公有地 14 木造 11/2 8 16 57.1

計 143 61 141 42.7

30 木造 6/21 21 46 70.0

44 木造 8/10 32 76 72.7

20 木造 7/29 13 31 65.0

19 木造 8/3 13 32 68.4

10 木造 6/17 9 23 90.0

10 木造 8/10 7 19 70.0

御領仮設団地(ごりょう) 公有地 10 木造 7/29 9 24 90.0

井尻仮設団地(いじり) 公有地 20 木造 11/2 19 45 95.0

曲野長谷川仮設団地(まがのはせがわ) 公有地 13 木造 10/28 12 27 92.3

計 176 135 323 76.7

内牧団地(うちのまき) 公有地 19 木造 7/26 18 53 94.7

三久保団地(みくぼ) 公有地 26 木造 7/14 16 45 61.5

黒川団地(くろかわ) 公有地
26 木造 阿蘇医療センターに譲渡

して活用

8/25 21 52 80.8

北塚団地(きたづか) 公有地 30 木造 8/29 23 55 76.7

計 101 78 205 77.2

11 木造 7/20 7 13 63.6

4 木造 10/7 6 10 75.0

4

砥用庁舎仮設団地(ともちちょうしゃ) 公有地 7 木造 隣町の山都町に譲渡 8/14 4 10 57.1

10 木造 10/21 11 27 73.3

5

計 41 28 60 68.3

室仮設団地(むろ) 公有地 33 プレハブ 6/23 27 61 81.8

南出口仮設団地(みなみでぐち) 公有地 21 プレハブ 8/5 15 32 71.4

町営グラウンド横仮設団地 公有地 8 プレハブ 9/1 3 6 38.5

 立石仮設団地(たていし) 公有地 8  プレハブ 9/1 - - -

室東仮設団地(むろひがし) 公有地 14 プレハブ 10/7 8 17 57.1

 引水仮設団地(ひきみず) 公有地 7  プレハブ 10/7 - - -

計 91 53 116 69.7

光の森仮設団地(ひかりのもり) 公有地 20 プレハブ 7/6 5 16 25.0

計 20 5 16 25.0

上山鹿団地(かみやまが) 公有地 5 木造 7/31 - - -

上止り山団地(かみとまりやま) 公有地 4 木造 8/13 - - -

計 9 0 0 -

南阿蘇村長陽運動公園仮設団地(ちょうよう) 公有地 56 プレハブ 6/25 37 104 66.1

岩崎仮設団地(いわさか)  ※2 不明 43 プレハブ 6/25 19 33 44.2

南出口仮設団地(みなみでぐち)  ※2 民有地 57 プレハブ 8/5 25 53 43.9

南阿蘇村岸野仮設団地(きしの) 民有地 7 プレハブ 8/2 6 19 85.7

南阿蘇村加勢ノ上仮設団地(かせのうえ) 民有地 65 プレハブ 8/25 31 86 47.7

南阿蘇村下野山田仮設団地(しものやまだ) 民有地 68 木造

29戸を活用

子育て世帯への公営住宅12戸，IT交

流館7戸（コワーキングスペースなど），

公民館10戸（3地区へ）

10/5 48 144 70.6

南阿蘇村陽ノ丘仮設団地(ひのおか) 民有地 92 プレハブ 8/20 53 155 57.6

室第二仮設団地(むろ) ※4 民有地 13 プレハブ 8/26 7 12 53.8

計 401 226 806 56.4

小森第1仮設団地(こもり) 公有地 50 木造 6/18 21 52 42.0

小森第2仮設団地(こもり) 公有地 82 プレハブ 7/9 47 128 57.3

小森第3仮設団地(こもり) 公有地 87 プレハブ 38 101 43.7

小森第4仮設団地(こもり) 公有地 83 プレハブ 43 116 51.8

小森第5仮設団地(こもり) 公有地 10 プレハブ 11/8 4 14 40.0

計 312 153 411 49.0

入居 開

始日

2018年

H30/9/30現在
入居率

(%)
集約

熊本市 ✕

市町村 名称 土地

整備

戸数

(戸)

住宅 種

別
備考

宇土市 ✕
新松原仮設団地(しんまつばら) 公有地

宇城市

当尾仮設団地(とうのお) 公有地

✕

小川仮設団地(おがわ) 民有地

豊野仮設団地(とよの) 公有地

一部部材を市の復興会

館の建設に活用

一部部材を市の復興会

館の建設に活用

一部部材を市の復興会

館の建設に活用

阿蘇市 ✕

美里町

中央庁舎仮設団地(ちゅうおうちょうしゃ) 公有地

✕

くすのき平仮設団地(くすのきだいら) 公有地

大津町
※1 ○

菊陽町 ✕

産山村 ✕

南阿蘇

村 ✕

西原村 ○

表 4 2020 年 10 月 30 日における熊本県内の応急仮設住宅団地入居状況及び集約の有無注 3） 
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27
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23

30
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38

13

12

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配慮なし

配慮あり

思う どちらかといえば思う 分からない どちらかといえば思わない 思わない

9

16

35

45

21

37

42

61

1

1

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配慮なし

配慮あり

なし 週１，２ 週３，４ ほぼ毎日 その他

9

25

4

22

16

21

40

50

25

22

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配慮なし

配慮あり

親子 親戚 知人 同地域 出来ない

2 6

11

5

7

12

4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

配慮なし

配慮あり

なし 週１２ 週３４ ほぼ毎日

タイプ 入居方法 団地数（%） 戸数（%）

1 抽選で入居者を決定した 10（10%）
314

（8%）

3 優先入居，希望団地調査 15（15%）
586

（14%）

2 優先入居，住民希望の調査なし 44（44%）
983

（23%）

4 19（19%）
1,562
（37%）

コミュニティを配慮していたが，
従前コミュニティが分散した

5 地域ごと・コミュニティごとの入居 12（12%）
743

（18%）

仮設団地内での住民同士の挨拶や会話といった交流に

ついて「ない」と回答した割合は，配慮なしグループ

は 8.3%，配慮ありグループは 10.0%であり，「ほぼ毎

日」と回答した割合は，配慮なしグループも配慮あり

グループも 38%程度でほぼ等しい値であった(図 3)。こ

の結果より，配慮なしの入居であっても，仮設団地内

に入居した後に，入居後のイベント等で交流が始まっ

ており新たな交流を持ち始めていることが分かる。入

居方法と仮設団地内での交流頻度は関係性が低く，入

表 5 各入居タイプの割合

 

 

 

 

図 2 入居タイプ別の近隣の人物 

 

図 3 入居タイプ別の交流頻度 

 

図 4 入居タイプ別の交流意識 

 

図 5 身近な人と入居できなかったケースの交流意識

居方法によらず 1 割程度は仮設団地内での交流がない。

従前コミュニティが維持されているほど，新たなコミ

ュニティを持とうとする意識は低いと想定していたが，

本調査においてはその傾向が見られなかった。配慮あ

りグループでは，新たなコミュニティの発生が進んで

いないと述べたが，50.0%が交流を持ちたいと「思う」

「どちらかといえば思う」と回答しており，交流意識

が実際の交流に結びついていない現状にある(図 4)。 

身近な人物と共に入居できなかったケースは，全体

で 16.6％の 277 例中 46 例であった。その中で，仮設

団地内で他の住民と交流がない住民は 4 例で，42 例は

仮設団地に入居後に出会った住民と交流を持ち始めて

いたことが分かる。身近な人物の入居がない住民の交

流頻度における「ほぼ毎日」の割合は，配慮なしグルー

プで 48.0％，配慮ありグループで 18.2％であった(図

4)。入居タイプでのコミュニティ配慮がされていない

団地では，身近な人物の入居がない住民の交流が盛ん

になる。また，新しいコミュニティを持ちたいと思う

かに対して，「思わない」「どちらかといえば思わない」

と回答したのは全体の 25％であった。一方，「思う」「ど

ちらかといえば思う」と回答したのは全体の 45.4％で

あった。身近な人物との入居ができなかった住民では，

新たなコミュニティを持ちたいと考えている住民の方

が優勢であった。

入居後の交流頻度や交流意識については入居方法と

の関連性が低い。入居後の交流を活発にさせるために

は，イベント等の交流の場を設け交流頻度を増やすこ

とが必要であることが分かった。

5.3 熊本デフォルト・デザインの交流面からの評価 

A から D 団地で入居が始まって 3 か月が過ぎた 2016

年 10 月のマッピング調査から，全体的に約半数の住戸

で植栽や表札の表出を行っており，ごみ箱や物置のあ

ふれだしの割合は少ない傾向がみられた(図 6)。人の滞

留は駐車場や駐車場から自宅までの歩道で見られ，あ

る程度決まった生活圏内で滞留している。12 月になる

とどの物品の割合も増え(図 7) ，12 月と翌 1 月はあま

り変化がない(図 8)。全体的に時間の経過とともにあふ

れだしの割合が増えるが，家財の増加と領域の拡大が

要因として考えられる。住棟ごとの傾向に大きな差が

見られ，近隣間の相互作用があると考えられる。人の

滞留としては舗装された道路を歩いている人が見られ

たが，小路の往来，留まって会話する風景は見られな

かった。既往研究 2)の，交流場所として主に集会場や

ごみ捨て場の割合が高く，熊本デフォルト・デザイン

の特徴でもある小路やベンチの割合は低いという結果

と一致している。要因として砂利道が歩きづらいとい
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う声があり一因かもしれない。 

また住棟間が広くなったこ

とで駐車が見られる。

5.4 集約期における

コミュニティ及び居住環境

小森団地は，A 団地が改修

後，村営住宅として転用され，

B 団地が仮設住宅の集約地と

なった。集約期におけるコミ

ュニティ維持の取り組みとし

て，自治会では，集会所にお

いて毎週水曜日に「気晴らし

カフェ」を開催している。A 

団地自治会長は転居予定の人

にも参加してもらい早急に交

流を持ちたいと考えていた。

一方，支え合いセンターでは，

団地内見回り（訪問），サロン

等を行っている。見回りは全

世帯を対象にし，週に 1 回，

主に午前中に実施，月 1 回の

サロンでは，小物作り，DVD

鑑賞，料理，講演会等を行っ

ている。しかし両者とも，ソ

フト面でのコミュニティ維持

活動は継続されていたが，居

住者の減少により，参加者が

固定化され，活発とはいえな

い状況である。大きな課題と

しては集約中の B 団地自治

会の未発足が挙げられる。

2019 年 11 月のアンケート

調査より，集約前から B 団地

入居者だった人と集約以前の

居住地が B 団地以外の居住者

の新規交流人数を見ると，移

転の有無に関わらず過半の人

は立話をする人が 5 名以上

存在するが，B 団地継続居住

者の 2 割強は移転してきた

人を認識していない結果と

なった(図 9，10)。集約先に元

から居住している居住者より，

転居してきた居住者の方が新

規交流への意識が高いと考え

られる。また，新規交流のきっ

図 6 第 1 回マッピング調査 

(2016 年 10 月 13 日) 

図 7 第 2 回マッピング調査 

(2016 年 12 月 13 日) 

図 8 第 3 回マッピング調査 

(2017 年 1 月 13 日) 

世帯数 植栽 表札 ゴミ箱 物置 

A 団地 50 78% 54% 18% 10% 

B 団地 82 46% 40% 10% 0% 

C 団地 87 37% 41% 16% 29% 

D 団地 83 45% 22% 22% 27% 

全体 302 45% 38% 16% 17% 

世帯数 植栽 表札 ゴミ箱 物置 

A 団地 50 70% 58% 24% 26% 

B 団地 82 52% 43% 24% 27% 

C 団地 87 47% 40% 25% 16% 

D 団地 83 52% 46% 41% 24% 

全体 302 54% 45% 29% 23% 

世帯数 植栽 表札 ゴミ箱 物置 

A 団地 50 48% 62% 32% 22% 

B 団地 82 43% 39% 20% 16% 

C 団地 87 46% 45% 30% 22% 

D 団地 83 55% 45% 34% 25% 

全体 312 47% 51% 28% 21% 

人の滞留 

車両 

ゴミ箱 

植木鉢（緑） 

物置 

表札 

その他物品 
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図 9 集約以前居住地が B 団地の新規交流人数 

図 10 集約以前居住地が B 団地以外の新規交流人数 

図 11 集約後における近隣の知人・友人世帯数別の 

交流頻度

図 12 集約後の交流頻度別の集約以前の交流意識 

図 13 集約後の交流頻度別の集約後の交流意識 

かけは，「家が近くなので」が 12 件(80.0%)と大半を

占める。近隣住民が変化することで，入居時のあいさ

つなど改めて挨拶をする機会などが生まれ新規交流に

影響すると考える。一方で，イベント等の減少により，

新規交流が近隣住民に留まっているとも考えられる。

集約後における近隣の知人世帯数別に交流頻度（図

11）を見ると，交流が「週 3 回以上」は近隣に知人・

友人が「10 世帯以上」で 3 件(100%)，「6～9 世(50.0%)，

「3～5 世帯」で 4 件(44.4%)であった。近隣に知人・

友人が多い程，交流頻度は多くなっている。集約後の

交流頻度別に集約以前の交流意識(図 12)を見ると，交

流が必要だと「思う」の回答数は，集約後の交流頻度

が「週 3 回以上」では 9 件(100%)，「週 1・2 回」で 4 

件(57.1%)，「ほとんど無し」で 1 件(50.0%)であった。

加えて，集約後の交流頻度別の集約後の交流意識(図

13)を見ると，交流が必要だと「思う」の回答数は，集

約後の交流頻度が「週 3 回以上」では 9 件(100%)「週

1・2 回」で 3 件(42.9%)，「ほとんど無し」で 1 件(50.0%)

であった。集約以前・集約後ともに交流意識と交流頻

度は関連が見られるため，交流意識の低い層への支援

が必要と云える。

６.まとめ

仮設住宅の建設用地は，従前は農地，公園，グラウ

ンドなどが多く挙げられたが，近隣公園を整備してい

た嘉島町では，用地選定がスムーズにでき手続きも農

地に比べ用意であることから，仮設住宅の建設に早期

着手できていた。建設用地だけでなく，プレハブか木

造応急仮設住宅かの選択など，各自治体は起こりうる

自然災害を想定し対処しておくことが望ましい。

また，入居後のコミュニティについては，入居方法

を配慮すれば，入居時に親戚や知人が近隣に住まって

おり，精神的に安定すると考えられる。しかし入居後

の交流頻度や交流意識は入居方法によらないことがわ

かった。仮設住宅居住後のコミュニティ形成において

は交流会等のイベントの開催や，開催方法を工夫し，

コミュニティに参加するように促すことが大切である。 

仮設住宅団地集約期では，住民及び行政ともにコミ

ュニティ維持への取り組みは継続されていたが，参加

者が居住者の減少により参加者が固定化されていた。

コミュニティ及び居住環境については，団地内のイベ

ント等の減少により新規交流範囲が近隣の居住者に留

まり，集約以前と比べて新規交流範囲が縮小している。

必要である。集約後の交流促進のため，知人近傍への

転居は重要だと考える。加えて，集約以前から交流意

識の低い居住者に対して孤立化させないためには，イ

N=7 

N=2 

N=9 

N=7 

N=2 

N=9 

N=7 

N=7 

N=8 

N=8 

N=9 

N=8 

N=1 

N=3 

N=4 

N=9 

N=1 

40熊本地震における応急仮設住宅のコミュニティの変化 ―集約期に着目して―



ベントへの参加及び自治会への加入などソフト面での

誘導支援が必要であると考えられる。今回対象とした

仮設住宅は近接していたが，分散型仮設住宅団地(益城

町，南阿蘇村等)の集約ではより環境移行の負担が大き

いと考えられる。そのため，知人近傍への転居や集約

後のイベント開催，自治機能補完等の支援を行うこと

がさらに重要となる。

仮設住宅の供与期間は，2 年となっているが災害の

規模が大きくなるほど 2 年での完全退去は難しいのが

現状である。行政や自治体は，震災によって，環境が

大きく変わってしまった被災者を，SDGs の言葉を借

りれば「誰一人取り残さないよう」仮設団地が仕舞わ

れる日までソフト面において支援を続けることが大切

である。
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注

注1) 内閣府 HP

http://www.bousai.go.jp/updates/h280414jishin/h28kum

amoto/pdf/h280729sanko01.pdf  

注 2) 熊日新聞 2020 年 10 月 2 日朝刊，2020 年 10 月 17 日朝

刊より

注 3）熊本県 HP 応急仮設住宅の進捗状況について（2020 年

10 月閲覧）応急仮設住宅の入居状況等，（2020 年 10 月

閲覧）
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